
個別細則（20230326 施行）

令和５年３月２６日

依　頼　者　様　　各　位

佐 藤 誠 三 税 理 士 事 務 所

税 理 士　佐 藤 誠 三

当事務所が行う会計業務（月次監査・決算代行）に係る料金について

　　標記のことについて、令和４年９月６日施行の細則を下記のとおり改定します。

　　また、この細則は令和５年３月２６日に施行し、原則として同日以降の契約分から適用します。

記

　■　会計業務（月次監査・決算代行）に係る料金について

　　　会計業務に係る料金は、個人か個人以外（法人）かを問わず、依頼者様が依頼される業務の内容、

　　必要とする時間、難易度、取引規模などを総合的に勘案して計算します。

　別表１⑴　会計業務（月次監査・決算代行）について

区分 № 料金計算

業務契約に

含まれるも

の　

基本料金 1-1 ＴＫＣが提供する会計システムを使用する場合　　

別表１⑷ に定めるＴＫＣ会計システムの使用料金　

上記以外の場合　　　　　　　　　　　　　　　１１０，０００円

※　個人など別途定める要件に該当する場合　　　３３，０００円

1-2 年末調整業務（ＴＫＣシステムを使用）　　　　　３３，０００円

業務遂行料金 ２ 基本料金（１単位 4 千円） × 基本料金に乗ずる倍率

× １課税期間における総単位数 × （１＋ 別途定める加算係数 ）　

契約維持手数料 ３ １０％に消費税率（標準税率）と同じ率を加算した率を基本料金と業務遂

行料金の合計額に乗じて計算します。

なお、１００円未満の端数は切捨てとし、最低金額は１千円とします。

業務契約に

含まれない

もの　

附随業務手数料 ４ 　記帳（入力）代行業務（起票からの記帳代行業務を含みます）が必要な

場合、消費税の課税事業者で課非区分などが帳簿に記帳されていないなど、

一定の要件に該当する場合、別途請求させていただきます。

　注１　個人以外（法人、以下省略）の会計業務は、ＴＫＣが提供する会計システムを使用します。そのため、依頼

　　　者様にもＴＫＣが提供する会計システムを使用していただきます。

　注２　料金計算は、原則として前課税期間の実績に基づいて行います。なお、新規開業により前課税期間がない場

　　　合については、当課税期間の開業（設立）月から３ヶ月間の実績などで料金計算を行います。
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　注３　業務遂行料金について、次の計算式にて計算した金額を目安とすることができるものとします。

　　　　業務遂行料金 ＝ 当月平均取引金額 × ０．１６％ × 基本料金に乗ずる倍率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 当課税期間の事業月数 ×  （ １＋ 別途定める加算係数 ）

　　　※　「当月平均取引金額」は、次の計算式で計算した金額とします。

　　　　　（前課税期間の収入金額×２±所得金額）

　　　　　　　　　　×（当期課税期間の事業月数／前課税期間の事業月数）÷１２＝当月平均取引金額　　　　　　

　　　※　月数に１月未満の端数がある場合は１月単位に切上げます。

　　　※　当月平均取引金額の端数調整について、次のいずれかによるものとします。

　　　　①　１千万円未満の端数がある場合、端数が５００万円以上のときは１千万円単位に切上げ、５００万円未

　　　　　満のときは５００万円とします。

　　　　②　１００万円未満の端数があるときは、１００万円単位に切上げます。

　　　※　個人以外の場合の所得金額は、課税所得金額とします。

　　　※　所得金額が黒字の場合は減算、赤字の場合は加算します。

　注４　料金に含まれる業務は次のとおりです。

　　　①　月次監査及び決算代行業務　②　仕訳帳及び残高試算表（いずれも決算修正部分）の作成業務

　　　③　決算書の作成業務

　注５　年末調整業務（ＴＫＣシステムを使用）がある場合、次の源泉徴収関係業務が含まれます。

　　　①　源泉徴収税額の算出（計算）　②　所得税徴収高計算書（下書き）の作成

　　　③　住宅借入金等特別控除がある者の年末調整関係書類の作成

　　　④　年末調整業務（年税額の計算）

　　　⑤　給与支払報告書（総括表・個人別）、源泉徴収票の作成　　⑥　法定調書、同合計表の作成

　注６　次のような場合につきましては、別途料金にて対応させていただきます。

　　　①　総勘定元帳の作成業務、記帳（入力）代行業務（起票からの記帳代行業務を含みます。）など、注３の業務

　　　　以外の業務が発生した場合

　　　　→　 依頼者様が使用する会計システムにて行うことを前提としているため

　　　②　個人以外の依頼者様の都合によりＴＫＣが提供する会計システム以外を使用する場合（会計システムを使用

　　　　していない場合を含みます。）

　　　　→　当事務所によるＴＫＣが提供するシステムへの入力代行業務が発生するため

　注７　税務相談に係る業務については、業務契約の範囲に関するものに限り契約維持手数料にて対応いたします。

　注８　業務を依頼される場合、月次決算資料（試算表、帳票類の写しなど）をご提供いただきます。

　注９　消費税の申告を要する場合、課非区分などを帳簿に記帳することを要します。

　注 10  個人（事業者）が次のいずれかに該当することにより青色申告特別控除６５万円の適用を受けない（ただし、

　　　赤字又は期限後申告により適用が受けられない場合を除く）場合、この細則は適用しません。

　　　①　家内労働者等の所得計算の特例（措法２７）を適用する場合

　　　②　不動産所得が事業的規模（おおむね５棟１０室）に満たない場合

　　　③　青色申告決算書又は収支内訳書（以下、決算書等）の作成が著しく簡易なものである場合
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　別表１⑵ 　経理状況における業務遂行料金の加算係数について

区　　分 要　　　件

加算係数

下限

（簡易）

上限

（簡易以外）

経理

状況

Ａ
■個人の場合、会計ソフトを使用して経理を行っている

■個人以外の場合、ＴＫＣシステムを使用して経理を行っている
0.00 0.20

Ｂ

■個人以外の場合、ＴＫＣシステム以外の会計ソフトを使用して経理

　を行っている

■会計ソフトを使用しないＰＣ経理において、勘定科目別の集計、試

　算表の作成が可能であり、貸借が一致している

0.10 0.40

Ｃ

■貸借が一致する試算表の作成は可能だが、ＰＣ経理以外の方法（手

　書きなど）により記帳している

■総勘定元帳の作成を要する

0.20 0.80

Ｄ

■ＰＣ経理だが、入力が不十分などにより貸借が一致せず、手書きと

　変わらない状況である

■単式簿記で経理を行っている又は試算表の作成ができないなどの状

　況であり、総勘定元帳の作成を要する

■起票からの記帳が必要など、記帳に難がある

0.30 1.20

　別表１⑶ 　消費税課税事業者における業務遂行料金の加算係数について

区　　分 要　　　件

加算係数

下限

（簡易）

上限

（簡易以外）

消費税

課税

事業者

Ａ
■簡易課税で業種区分が１種類又は２種類（主たる業種が７５％以上）

　で軽減税率なし
0.05 0.20

B

■簡易課税で業種区分が１種類又は２種類（主たる業種が７５％以上）

　で軽減税率あり

■簡易課税で業種区分が１種類又は２種類（主たる業種が７５％以上）

　以外で軽減税率なし

0.10 0.40

Ｃ

■簡易課税で業種区分が１種類又は２種類（主たる業種が７５％以上）

　以外で軽減税率あり

■一般課税で下記以外

0.15 0.60

Ｄ

■一般課税で収益及び費用に軽減税率あり

■課非区分、事業区分など消費税申告書の作成に必要な区分の記帳が無

　いなどによって区分の判断に難がある

0.20 0.80
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　別表１⑷ 　ＴＫＣ会計システムの使用料

システム名 月額使用料（税込） 備　　考

ＴＫＣ

ｅ２１まいスター ５，０００円 売上５千万円程度以下（部門管理不可）

ＦＸまいスタークラウド ８，０００円 売上５千万円程度以下（部門管理不可）

ＦＸ２ １０，０００円 売上５千万円程度以下（部門管理可）

ＦＸ２クラウド １５，０００円 売上５千万円程度以下（部門管理可）
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